



















































































































いる 5。ここでは，鈴木の研究 6を基盤にしつつ CI&E文書も合わせて，交渉過程を検討する。まず，


































































































































































釈を加えると，この点は日本国憲法第 14条第 1項の法の下の男女平等と第 26条第 1項の教育を受
ける権利を受けたものと解釈されている 27。


































































































あると説明している 43。これらを総合すると，憲法第 14条第 1項の法の下の平等と第 24条第 2項
の両性の本質的平等を根拠とし，民主社会建設の基盤としての相互理解や尊重は共学によって達成
するものであることから，共学を尊重し奨励するという趣旨であったと言える。なお，『解説』も































































会はアメリカ教育使節団報告書を基礎に審議し，それを受けて刷新委員総会は 1946年 12月 10日
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